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本　館

は　し　が　き

　本書は平成16年度から平成ユ8年度の3年間にわたる科学研究費補助金（基盤研究（C）（2））

による共同研究「中国における家庭内紛争の処理手続に関する基礎的研究」の研究成果報告書

である。

　本共同研究のメンバーは、平成11年度と平成12年度の2年間、新潟大学大学院現代社会文化

研究科研究プロジェクト「新潟における国際化と家族をめぐる紛争処理」を実施して日本にお

ける国際結婚の問題、特に中国との問題を研究し、①日本と中国では家族のとらえ方が人びと

の意識においても習俗においても法制度においても大きく異なること、②家族のもめごとに対

する社会や裁判所の関わり方もそれぞれの国（文化）によって大きく異なること、③そうはい

っても市場経済への移行が進む中国では急速にi家族が変容し、人びとの意識が変わり、家族法

も変わらざるを得なくなっていること、④中国における家庭内紛争が日本のものとますます類

似してきていること、を明らかにした。その後、ここで得られた共通認識を基に、次の段階に

研究を進めることを検討したところ、何よりもまず中国における家庭内紛争処理の問題を研究

する必要があるとの結論となった。そこで、新潟大学と交流関係をもつ北京大学法学院の教員

が当該研究に参加していたこともあって、中国の家庭内紛争処理の手続・制度についての国際

的な共同研究を立ち上げることを計画したのであるが、幸いなことに平成16年度から3年間、

日本学術振興会の助成を受けることとなり、上述のテーマの下に共同研究に取り組むことがで

きた。

　本共同研究「中国における家庭内紛争の処理手続に関する基礎的研究」は、中国における家

庭内紛争の解決・処理のための組織・手続を対象として、その基本的な枠組みと内容を理論的、

実証的に把握、分析することを目的としている。中国家族法を裁判規範・行為規範のレベルで

把握するには、中国における家庭内紛争の解決・処理の制度の全容を解明する必要があり、本

共同研究は、そのための基礎的な研究と位置づけられる。

　また、中国では改革・開放政策の進行にともない家庭内紛争の著しい増加と多様化が見られ

るようになったが、そうした状況の変化を1つの背景として、現在、立法と司法の両面で大き

な変化が生じている。立法面では2001年の婚姻法の大幅改正を1つのピークとして、司法面で

は1999年の人民法院5年改革綱要を1つの出発点として、改革が進んできている。本研究は、

このような情勢の中、形成（変革）過程の組織・手続を取り上げることによって、その初期設

計における基本原理と方針、旧制度からの変更点、保留された問題点などを明らかにするとい

う課題をもっていた。

　本共同研究の目的と課題は以上のとおりであり、ここでは共同研究の結果を簡単に記してお

く。まず、家庭内紛争の解決・処理の手続の基本的状況であるが、次のような結論が得られた。

（1）中国では、裁判所外の紛争処理方式（当事者間の和解と訴訟外の調停）の比重が大きく、
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　また、調停（訴訟外および訴訟内｝の効果がきわめて高いこと

　（2）家庭内紛争処理の方式は、和解、調停および裁判と多様化していること

　（3）今後、紛争処理の手続・制度の重心は、訴訟へと移っていくと予測されること

　（4）ただし、訴訟においても、調停が幅広く用いられていくであろうこと

　裁判所による調停について、日本の場合、人事訴訟手続法の改正によって家庭裁判所で離婚

調停と離婚訴訟がおこなわれ、一見すると中国の場合と制度的に類似しているようだが、中国

の場合には調停と訴訟が手続上分かれているわけではなく、訴訟において調停が積極的におこ

なわれる、ということに注意する必要がある。なお、中国では、家庭内紛争を処理するための

特別の裁判手続・制度が用意されているわけではない。

　次に、こうした組織・手続において適用される裁決規範であるが、中国では裁判所外の紛争

処理方式と訴訟とを区別して考えることはない。それは制度上、一方では、裁判所外の紛争処

理方式が主として人民調停委員会および司法所という裁判所の監督下にある公的組織によって

担われていることにより、また他方では、法定離婚原因を見ると分かるとおり、旧法から大幅

に改正されているとはいっても、依然として裁判所の裁量の余地が広く残されているというこ

とによる。裁量の余地が広いということは、司法独立の原則をもたない中国の裁判制度では、

法規範の政策的な運用もありうるということで、法と政策の境界が厳格に引かれていないとい

うことである。立法を見ても、裁判において適用可能な基準とするため、最高人民法院が統一

的解釈を制定・公布する制度が整備されてきていた。法律規定は原則的な内容に止めておき、

これに最高裁判所が統一解釈を示すことによって、裁判規範を形成する、という立法と司法の

協働システムが成立してきているのである。

　最後に、共同研究の実施において特記すべき点は、前述した経緯もあり、実質的に国際共同

研究の形態を取ったことである。日本の家族法・法社会学研究者と中国法研究者が協同して日

本法との比較法的アプローチを取り、申国の家族法研究者と民事訴訟法研究者の協力を得て、

文献資料だけでは分からない直接当事者による問題提示・分析結果を提供された、ということ

である。具体的な活動としては、文献資料を収集、整理および分析する一方、①北京大学法学

院でのヒアリングとレビュー（初年度）、②北京大学法学院から家族法研究者を招聰しての研

究会（第2年度）、③北京大学法学院から民事訴訟法研究者を招聰しての研究会（第3年度）、

をおこなった。その成果は本報告書に収録してあるのでご覧いただきたい。

なお、本共同研究の詳細については、後記の「研究発表」を参照していただきたい。本報告書

は、それらも含め、改めて研究成果をまとめたものである。
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研究発表

口）学会誌等

　　國谷知史　「中国夫婦財産制に関する一考察一一一　Xt婚時の夫婦財産の分割を中心として一」

　　　　　　　中国研究月報（中国研究所）、第60巻第12号（第706号）、2006年12月

　　國谷知史　翻訳：銭明星「中国物権法制定にあたっての用益物権体系の問題について」

　　　　　　　法政理論（新潟大学法学会）、第37巻第2号、2004年12月

　　國谷知史　翻訳「女性権利・利益保障法」

　　　　　　　中国研究所編『中国年鑑2006年版』創土社、2006年8月

　　南方　暁　　「人事訴訟法と家事調停」

　　　　　　　法政理論（新潟大学法学会）、第38巻第2号、2005年11月

　　南方　暁　Mediation　for　Mediators？

　　　　　　　法政理論（新潟大学法学会）、第39巻第1号、2006年9月

　　岡　綾子　翻訳「住民身分証法」

　　　　　　　中国研究所編『中国年鑑2004年版』創土社、2004年8月

　　　　　　　翻訳「婚姻登記条例」

　　　　　　　中国研究所編『中国年鑑2004年版」創土社、2004年8月

　　馬　憶南　　「中国法における裁判離婚原因の理論と実践」（國谷知史訳）

　　　　　　　法政理論（新潟大学法学会）、第39巻第1号、2006年9月

　　播　剣鋒　　「中国家事紛争解決モデルの初歩的検討」（岡綾子訳）
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中国研究月報（中国研究所）、第60巻第12号（第706号）、2006年12月

（2）口頭発表

　南方　暁　　「日本における離婚原因に関する論点について」

　　　　　　新潟大学法学会、2005年12月12日一

　馬　憶南　　「中国法上判決離婚理由的理論與実践」

　　　　　　（中国法における裁判離婚の理論と実践）

　　　　　　新潟大学法学会、・　20G5年12月12日

　羅　勝華　　「法定離婚理由的変遷與国家強制一以新中国法定離婚理由的変遷為中J“一一」

　　　　　　（法定離婚原因の変遷と国家強制一新中国における法定離婚原因の変遷を中心

　　　　　　に一）

　　　　　　新潟大学法学会、2005年12月12日

　播　剣鋒　　「中国解決家事糾紛模式的初歩研究」（中国における家事紛争解決モデルの初

　　　　　　歩的研究）

　　　　　　新潟大学法学会、2006年10月11日

一＃i



　　　　　　　　　　　　　　　　目　　　次

中国夫婦財産制に関する一考察

　　一離婚時の夫婦財産の分割を中心として一　　　國谷知史…………………………7頁

「家族間紛争とその法的処理手続き一家事調停一」覚え書き

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　南方暁………・…・……・………31頁

裁判離婚理由の理論と実践

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　馬憶南…………・…・…・………59頁

中国家事紛争解決モデルの検討

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　播　剣鋒’……………・…………・73頁

法定高婚理由的変迂与国家強制

一以新中国法定禽婚理由的変迂力中心一　　　　　　　夢　牲隼…………………………83頁

資　料

1．法令資料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岡　綾子………・・………・………97頁

　　婚姻法

　　婚姻法解釈（1）

　　婚姻法解釈（2）

H．法令表・その他　　　　　　　　　“　　　　　　　　　　　……・・……・・…・・……113頁

　　中国の家庭内紛争処理に関する法令（司法解釈も含む）表

　　中国の家庭内紛争に関する裁判例表

　　婚姻家族法論文リスト（1996年一2006年）

一5一



資 料

1．法令資料 岡　綾子

1．中華人民共和国婚姻法

　　　　（2001年12月泌日最高人民法院裁判委員会第1202回会議採択、2001年12月25日公布、

　　　　2001年12月27日から施行）

2．最高人民法院の「中華人民共和国婚姻法」を適用する際の若干の問題に関する解釈（1）

　　　　（2001年12月24日最高人民法院裁判委員会第1202回会議採択、2001年12月25日公布、

　　　　2001年12月27日から施行）

3．最高人民法院の「中華人民共和国婚姻法」を適用する際の若干の問題に関する解釈（2）

　　　　（2003年12月4日最高人民法院裁判委員会第1299回会議採択、2003年12月25日公布、

　　　　2004年4月1日から施行）

II．　法令表・その他

4．中国の家庭内紛争処理に関する法令（司法解釈を含む）表

5．中国の家庭内紛争に関する裁判例表

6．婚姻家族法論文リスト
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資　軒

中華人民共和国婚姻法

（1980年9月10日、第5期全人代第3回会議で採択

2001年4月28日、第9期全入代常務委員会第21回会議「『中華人民共和国

婚姻法」改正に関する決定」により改正）

目　次

第1章　総則

第2章　結婚

第3章　憲庭関係

第4章　離婚

第5章　救助措置及び法的責任

第6章　付則

第1章　　総則

第1条本法は、婚姻家庭関係の基本準則である。

第2条婚姻の自由、一夫一婦、男女平等の婚姻制度を実行する。

　　女性、子ども及び老人の含法的な権利と利益を保護する。

　　計画出産を実行する。

第3条請負・売買による婚姻その他婚姻の自由に干渉する行為を禁止する。婚姻を口実として財

　物の提供を強要することを禁止する。

　　重婚を禁止する。配偶者のある者が他人と同居することを禁止する。家庭内暴力を禁止する。

　家庭構成員の間の虐待と遺棄を禁止する。

第4条　夫婦は、互いに忠実であり、・互いに尊重し合わなければならない。家庭構成員の間では、

　老人を敬い、幼い子をかわいがり、互いに助け合い、平等で仲睦まじく文明的な婚姻家庭関係を

　維持しなければならない。

第2章　結　婚

第5条　結婚は、男女双方の完全な自由意思によらなければならず、一方が他方に対して強要し、

　または第三者が干渉を加えることは許されない。

第6条結婚年齢は、男は満22歳、女は満20歳より低くてはならない。結婚と出産の年齢を遅らせ

　ることを奨励する。

第7条次の事情があるときは、結婚を禁止する。

　（1）直系血族及び3代以内の傍系血族の場合

　（2）医学上結婚すべきではないとされる疾病を患っている場合

第8条　結婚を要求する男女双方は、自ら結婚登記機関へ行き、結婚の登記をしなければならない。

　本法の規定に合致したときは、登記させ、結婚証を発給するものとする。結婚証を取得すること

　で、夫婦関係が成立するものとする。結婚登記を済ませていないときは、登記を補完させなけれ

　ばならない。

第9条　結婚登記後、男女双方の約定により、女が男の家庭の構成員になることもできれば・男が
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　女の家庭の構成員となることもできる。

第10条　次の事情があるときは、婚姻は無効とする。

　（1〕重婚である場合

　（2）結婚を禁止されている親族関係にある場合

　（3）結婚前に医学上結婚すべきではないとされる疾病を患い、結婚後も治癒しない場合

　（4）法定結婚年齢に達していない場合

第11条強迫による結婚について、強迫を受けた側は、婚姻登記機関または人民法院に当該婚姻の

　取消しを求めることができる。強迫を受けた側の婚姻取消しの請求は、結婚登記の目から1年以

　内に提出されなければならない。人身の自由が不法に制限されている当事者が婚姻取消しの講求

　をするときは・人身の自由が回復した日から1年以内に提出しなけれぱならないc

第12条　無効または取り消された婚姻は、最初から無効である。当事者は、夫婦としての権利をも

　ち義務を負うことはない。同居期間に得た財産は、当事者が協議して処理する。協議が調わない

　場合には、人民法院が、過失のない者に配慮する原則に照らし、判決する。重婚の結果として婚

　姻無効である場合の財産の処理にあたっては、合法的な婚姻当事者の財産上の権利と利益を優害

　してはならない。当事者が生んだ子については、親子に関する本法の規定を適用する。

第3章　家　庭　関　係

第13条　家庭における夫婦の地位は、平等である。

第14条　夫婦双方は、それぞれ自已の氏名を使用する権利をもつ。

第15条　夫婦双方は、それぞれ生産、仕事、学習及び社会活動に参加する自由をもち、一方が他方

　に制限や干渉をしてはならない。

第16条　夫婦双方は、それぞれ計画出産を実行する義務を負う。

第17条　夫婦が婚姻関係の存続期間において得た次の財産については、夫婦の共同所有とするe

　　（1）賃金、報奨金

　　（2）生産・経営活動の収益

　（3）知的財産権の収益

　（4）相続または贈与によって得た財産、ただし、本法第18条第3号に規定する場合を除く

　（5）共同所有とすべきその他の財産

　　夫婦は、共同所有の財産に対し、平等な処理権をもつ。

第18条　次の事情の場合は、夫婦の一方の財産とする。

　（1）一方の婚前財産

　（2）一方が身体に傷害を受けたことにより得る簗療費、身体障害者の生活補助金等の費用

　（3）遺言書または贈与契約書で夫または妻の一方にのみ帰属することが確定されている財産

　く4）一方が専用する生活用品

　（5）一方に帰属すべきその他の財産

第19条　夫婦は、婚姻関係存続期間に得た財産及び婚前財産を各自所有、共同所有または一部各自

　所有・一部共同所有とすることを約定することができる。約定は、書面の形式を取らなければな

　らない。約定がないか、または約定が不明確な場合は、本法第17条、第18条の規定を適用する。

　　婚姻関係存続期閾に得た財産及び婚前財産についての夫婦の約定は、双方に対して拘棄力をも

　つo

　　夫婦が婚嬢関係存続期間に得た財産について各自の所有とすることを約定した場合、夫また1ま
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資　料

　妻の一方が対外的に負った債務について、第三者が当該約定を知るときは、夫または妻の一方が

　有する財産でこれを弁済する。

第20条　夫婦は、互いに扶養する義務を負う。

　　一方が扶養の義務を履行しないとき、扶養を必要とする側は、相手方に扶養費の支給を要求す

　る権利をもつ。

第21条　親は、子に対して扶養・教育の義務を負う。子は、親に対して扶養・扶助の義務を負う。

　　親が扶養の義務を履行しないとき、未成年の子または独立して生活することができない子は、

　親に扶養費の支給を要求する権利をもつ。

　　子が扶養の義務を履行しないとき、労働能力がない親または生活困難な親は、子に扶養費の支

　給を要求する権利をもつ。

　　嬰児溺殺、嬰児遺棄その他嬰児を害する行為を禁止する。

第22条　子は、父の氏に従うこともできれば、母の氏に従うこともできる。

第23条　親は、未成年の子を保護し、教育する権利をもつ。未成年の子が国、集団または他人に損

　害を与えたとき、親は、民事責任を負担する義務を負う。

第24条　夫婦は、互いに遺産を相続する権利をもつ。

　　親と子は、互いに遺産を相続する権利をもつ。

第25条　結婚によらずに生まれた子は、結婚によって生まれた子と同等の権利をもち、いかなる人

　もこれに危害を加えたり、差別をしたりしてはならなし㌔

　　結婚によらずに生まれた子を直接扶養することのない実の父または母は、子が独立して生活で

　きるまで、子の生活費と教育費を負担しなければならない。

第26条　国は、合法的な養親子関係を保護する。養親と養子の間の権利と義務については・親子に

　関する本法の規定を適用する。

　　養子と実親の間の権利と義務は、養親子関係の成立により消滅する。

第27条　継親と継子の間で虐待や差別をしてはならない。

　　継父または継母とその扶養・教育を受ける継子の間の権利と義務については、親子関係に関す

　る本法の規定を適用する。

第28条　負担能力がある祖父母は、親がすでに死亡し、または親に扶養する力がない未成年の孫に

　ついて、扶養の義務を負う。負担能力のある孫は、子がすでに死亡し、または子に扶養する力が

　ない祖父母について、扶養する義務を負う。

第29条　負担能力のある兄・姉は、親がすでに死亡し、または親に扶養する力がない未成年の弟・

　妹について、扶養の義務を負う。兄・姉に扶養され成長した、負担能力のある弟・妹は、労働能

　力を欠き、かつ、生活収入源を欠いている兄・姉について、扶養の義務を負う。

第30条　子は、親の婚姻の権利を尊重しなければならず、親の再婚及び再婚後の生活に干渉しては

　ならない。親に対する子の扶養義務は、親の婚姻関係が変化することによって終了することはな

　いo

第4章離婚

第31条男女双方が自由意思により離婚を望む場合は、離婚が認められる。双方は・婚姻登記機関

　に行き、離婚を申請しなければならない。婚姻登記機関は、双方が確かに自由意思により・かつ・

　子及び財産の問題についてすでに適切に処理されていることが調査のうえで明らかになった場合・

　離婚証を発給する。
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第32条　男女の一方が離婚を要求するときは、関係部門が調停をおこなうか、または直接入民法院

　に離婚の訴訟を提起することができる。

　　人民法院は、離婚事件を審理するにあたって、調停をおこなわなければならない。感情に確か

　に亀裂が生じている場合で、調停が調わなかったときには、離婚を認めなければならない。

　　次の事情がありながら、調停が調わなかったときには、離婚を認めなければならない。

　（1）重婚または配偶者のある者が他人と同居する場合

　（2）家庭内暴力を振るい、または家庭構成員を虐待、遺棄した場合

　（3）賭博、アヘン吸引などの悪習があり、何度教育しても改めない場合

　（4）感情の不和により、満2年以上別居している場合

　（5）夫婦の感情に亀裂が生じるに至ったその他の場合

　　一方が失踪を宣告され、他方が離婚訴訟を提起したときは、離婚を認めなければならない。

第33条　現役軍人の配偶者は、離婚を要求する場合、軍人の同意を得なければならないが、ただし、

　軍人の側に重大な過失のある場合を除く。

第34条　女の妊娠期間中、分娩後1年以内または妊娠中絶後6か月以内は、男は、離婚を申立てる

　ことはできない。女が離婚を申立てるか、または男の離婚請求を受理する必要が確かにあると人

　民法院が認めたときは、この限りではない。

第35条　離婚後、男女双方が自由意思により夫婦関係の回復を望むときは、婚姻登記機関に行き、

　復婚登記をおこなわなければならない。

第36条　親と子の間の関係は、親の離婚により消滅することはない。離婚後、子は、父または母の

　どちらに直接扶養されるかにかかわりなく、依然として父母双方の子である。

　　離婚後も、親は、子に対して依然として扶養と教育の権利をもち、義務を負う。

　　離婚後、授乳期の子は、授乳する母親のもとで扶養されるのを原則とする。授乳期後の子につ

　いて、双方の間で扶養の問題をめぐって争いが生じ、協議が調わない場合は、人民法院が子の権

　利と利益及び双方の具体的状況にもとついて判決を下すものとする。

第37条　離婚後、一方が扶養する子について、他方は、必要な生活費及び教育費の一部または全部

　を負担しなければならず、負担する費用の額及び期間については、双方が協議するものとする。

　協議が調わない場合には、人民法院が判決を下すものとする。

　　子の生活費及び教育費についての協議または判決は、子が必要な時に親のいずれか一方に対し・

　協議または判決で下された金額を上回る合理的な要求を提出することをさまたげない。

第38条離婚後、子を直接扶養しない父または母は、子と面会交流する権利をもち・他方は・それ

　に協力する義務がある。

　　面会交流する権利を行使する方法及び時間については、当事者が協議する。協議が調わない場

　合は、人民法院が判決を下すものとする。

　　父または母が子と面会交流することについて、子の心身の健康を危うくする場合・人民法院は・

　法により、面会交流の権利を中止する。中止の事由が消滅したとき、面会交流の権利を回復しな

　ければならない。

第39条　離婚にあたって、夫婦の共有財産は、双方が協議して処理する。協議が調わないときは・

　人民法院が財産の具体的状況にもとづき、子と女の権利と利益に配慮する原則に照らして・判決

　を下すものとする。

　　家庭土地請負経営において夫または妻の有する権利と利益などは、法により保護されなければ

　ならない。

第40条　婚姻関係存続期間に得た財産は各自の所有とすると夫婦が書面により約定している場合で
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貰　輯

　も、…方が子の養育、老人の世話、他方の仕事への協力等によって比較的多く負担を負ってきた

　ときには、離婚にあたって、他方に補償を求めることができるものとし、他方は、これを補償し

　なければならない。

第41条　離婚にあたって、夫婦共同生活で負った債務は、共同で償還しなければならない。共有財

　産で弁済に不足する場合、または財産が各自の所有となっている場合には、双方が協議して完済

　する。協議が調わないときは、人民法院が判決を下すものとする。

第42条　離婚にあたって、T－一一方の生活が困難な場合には、他方は、住宅等の個人財産の中から適切

　な援助を与えなければならない。具体的方法は双方が協議する。協議が調わないときは、人民法

　院が判決を下すものとする。

第5章　救助措置及び法的責任

第43条　家庭内暴力が振るわれ、または家庭構成員の虐待があった場合、被害者は、住民委員会、

　村民委員会または所属組織に忠告・制止、調停するよう求めることができ、住民委員会、村民委

　員会または所属組織は、これを忠告・制止、調停しなければならない。

　　現に家庭内暴力が振るわれているとき、被害者は、住民委員会、村民委員会に忠告・制止する

　よう求めることができ、住民委員会、村民委員会は、これを忠告・制止しなければならない。公

　安機関は、これを制止しなければならない。

　　家庭内暴力を振るわれ、または家庭構成員の虐待があった場合で、被害者が請求したときには、

　公安期間は、治安管理処罰に関する法規に照らして行政処罰を与えなければならない。第44条

　家庭構成員を遺棄した者に対して、被害者は、住民委員会、村民委員会または所属機関に忠告・

　制止、調停するよう求めることができ、住民委員会、村民委員会または所属組織は、忠告・制止、

　調停しなければならない。

　　家庭構成員を遺棄した者に対して、被害者が請求する場合、人民法院は、法により、扶養費の

　支払いを命ずる判決を下さなければならない。

第45条　重婚した者、家庭内暴力を振るい、または家庭構成員を虐待・遺棄して犯罪を構成した者

　に対しては、法により刑事責任を追及する。被害者は、刑事訴訟法の関係規定により、人民法院

　に自訴することができる。公安機関は、法により、捜査しなければならず、人民検察院は、法に

　より、公訴を提起しなければならない。

第46条　次の事由で離婚する場合、無過失側は、損害賠償を請求する権利をもつ。

　（1）重婚の場合

　（2）配偶者のある者が他人と同居した場合

　（3）家庭内暴力を振るった場合

　（4）家庭構成員を虐待、遺棄した場合

第47条　離婚にあたって、一方が夫婦の共有財産を隠匿、移転、売却、殿損し、または他方の財産

　の侵奪を企て債務を偽造した場合、夫婦共有財産を分割するとき、夫婦の共有財産の隠匿・移転

　売却、穀損または債務の偽造をした一方に対しては、少なく分割するかまたは分割しないとする

　ことができる。離婚後、他方が前記の行為を発見したときは、人民法院に訴訟を提起し、夫婦共

　有財産の再分割を求めることができる。

　　人民法院は、前項に規定する民事訴訟を妨害する行為に対し、民事訴訟法の規定に照らして制

　裁を加える。

第48条　扶養費、財産分割、遺産相続、子との面会交流等に関する判決または裁定の執行を拒む者
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　については・人民法院が法により強制執行する。関係する個人と組織は、執行に協力する責任を

　負わなければならない。

第49条　婚姻家庭に関する違法行為及び法的責任について、他の法律に別段の規定がある場合は、

　その規定による。

Ut　6章付則

第50条　民族自治地方の人民代表大会及び同常務委員会は、当該地方の民族婚姻家庭の具体的状況

　を考慮して、弾力的な規定を定めることができる。自治州、自治県が定めた弾力的規定について

　は、省、自治区、直轄市の人民代表大会常務委員会に報告し、承認を得たのち、効力が発生する

　ものとする。自治区が定めた弾力的規定については、全国人民代表大会常務委員会に報告し、承

　認を得たのち、効力が発生するものとする。

第51条本法は、1981年1月1日から施行する。

　　1950年5月1日に公布施行された「中華人民共和国婚姻法」は、本法の施行の日をもって廃止

　する。

二綾t L　　　　　・s
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資　料

最高人民法院の「中華人民共和国婚姻法」を適用する際の若干の問題に関する解釈（1）

（2001年12月24日最高人民法院裁判委員会第1202掴会議採択、

2001年12月25日公布、2001年12月27日から施行）

婚姻家族紛争事件を正確に審理するため、「中華人民共和婚姻法」（以下婚姻法という。）および

f中華人民共和国民事訴訟法」などの法律の規定にもとづき、人民法院が婚姻法を適用する際に

関係する問題について以下のように解釈する。

ag　1条婚姻法第3条、第32条、第43条、第45条および第46条でいう「家庭内暴力」とは、行為者

　が人を殴ること、縛ること、傷つけること、強制的に人身の自由を制限すること、またはその他

　の手段により、その家族構成員の身体または精神などに一定の傷害の結果が残る行為をいう。持

　続的、経常的な家庭内暴力は、虐待を構成する。

第2条婚姻法第3条、第32条および第46条で規定する「配偶者のある者が他人と同居する」とい

　う事情とは、配偶者のある者が婚姻外の異性と、夫婦名義をもってすることなく持続的に・安定

　して共同居住することをいう。

第3条当事者が婚姻法第4条のみにもとついて訴訟を提起する場合には、人民法院はこれを受理

　しない。すでに受理したものについては、訴え却下の裁定をおこなう。

第4条　男女双方が婚姻法第8条の規定にもとついて結婚登記の補完をおこなう場合、婚姻関係の

　効力は、双方がともに婚姻法で規定する結婚の実質的要件に適合した時に遡る・

第5条婚姻法第8条で規定する結婚登記をせずに夫婦名義をもって共同生活をおこなう男女が人

　民法院に離婚を請求して訴えを提起する場合は、次のとおり区別して対処しなければならない。

　（1）1994年2月1日に民政部が「婚姻登記管理条例」を公布実施する前に、男女双方がすでに

　結婚の実質的要件に適合している場合は、事実婚として処理する。

　（2）1994年2月1日に民政部が「婚姻登記管理条例」を公布実施した以後に、男女双方が結婚

　の実質的要件に適合した場合は、人民法院は事件を受理する前に結婚登記の補完をおこなうよう、

　これに告知しなければならない。婚姻登記の補完をおこなわない場合には、同居関係を解消する

　ものとして処理する。

第6条婚姻法第8条で規定する結婚登記をせずに夫婦名義をもって共同生活をおこなう男女につ

　いては、一方が死亡し、他方が配偶者の身分をもって相続権を主張する場合には、本解釈第5条

　の原則にもとついて処理する。

第7条婚姻法第10条の規定にもとついて人民法院に対し、すでに結婚登記をおこなった婚姻につ

　いて婚姻無効の宣告を申立てる権利をもつ主体には、婚姻当事者および利害関係者を含む。利害

　関係者には、次に掲げる者を含む。

　（1）重婚を理由に婚姻無効の宣告を申立てるときは、当事者の近親者および末端組織

　（2）法定結婚年齢に達していないことを理由に婚姻無効の宣告を申立てるときは・法定結婚年

　齢に達していない者の近親者

　（3）結婚を禁止されている親族関係であることを理由に婚姻無効の宣告を申立てるときは・当

　事者の近親者

　（4）結婚前に医学上結婚してはならないとされる疾病を患い、結婚後も治癒していないことを

　理由に婚姻無効の宣告を申立てるときは、患者と共同生活をする近親者
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第8条当事者が婚姻法第10条の規定にもとついて人民法院に対し婚姻無効宣告を申立てる場合、

　申立ての時に法で定める婚姻無効の事情がすでに消失している場合は、入民法院は、これを支持

　しない。

第9条人民法院は、婚姻無効の宣告の事件を審理する際、婚姻の効力の審理には調停を適用せず、

　法により判決を下さなければならない。婚姻の効力に関する判決が下されたときは、ただちに法

　的効力が発生するものとする。

　　財産分割および子の扶養については、調停をおこなうことができる。調停が合意に達した場合

　は、別に調停書を作成する。財産分割および子の扶養の問題に対する判決について不服の場合は、

　当事者は上訴することができる。

第10条　婚姻法第11条でいう「強迫」とは、行為者が他方の当事者またはその近親者の生命、身体

　の健康、名誉または財産などに損害を与えると脅し、他方の当事者の真意に反して結婚を迫る状

　況をいう。

　　強迫を受けたことにより婚姻の取消しを申立てることができるのは、強迫を受けた婚姻関係の

　当事者本人のみである。

第11条　人民法院は、婚姻当事者が強迫を受けたことによる婚姻取消し申立ての事件を審理する場

　合、簡易手続または普通手続を適用しなければならない。

第12条　婚姻法第11条で規定する「1年」には、訴訟時効の中止、中断または延長についての規定

　を適用しない。

第13条　婚姻法第12条で規定する最初から無効とは、無効なまたは婚姻が取り消される婚姻が、法

　により無効または取消しを宣告されたときにはじめて、当該婚姻は最初から法律の保護を受けな

　いことが確定することをいう。

第14条　人民法院は、当事者の申立てにもとついて法により婚姻の無効または婚姻の取消しを宣告

　した場合、双方の婚姻証書を回収するとともに、効力が生じた判決書を当地の婚姻登記管理機関

　へ送付しなければならない。

第15条　無効または取消しを宣告された婚姻については、当事者が同居期聞に得た財産は共同共有

　として処理する。ただし当事者の一方の所有であると証明する証拠がある場合を除く。

第16条　人民法院は、重婚による婚姻無効の事件を審理する場合において、財産の処理に及ぶとき

　は、合法的な婚姻の当事者が独立請求権をもつ第三者として訴訟に参加することを許可しなけれ

　ばならない。

第17条　婚姻法第17条の「夫または妻は夫婦共同所有の財産について平等な処理権をもつ」の規定

　については、次のように理解しなければならない。

　（1）夫または妻は、夫婦共同財産の処理における権利について平等である。日常生活の必要に

　より夫婦共同財産を処理する場合には、いずれの一方もこれを決定する権利をもつ。

　（2）夫または妻が日常生活の必要によらないで夫婦共同財産について重要な処理の決定をする

　場合においては、夫婦双方が平等に話し合い、一致した意見を得なければならない。他人がそれ

　を夫婦双方の共同の意思表示であると信じる理由がある場合、他方は同意しなかったことまたは

　知らなかったことを理由として善意の第三者に対抗することはできない。

第18条　婚姻法第19条でいう「第三者が当該約定を知るとき」については、夫婦の一方がこれにつ

　いて立証責任を負う。

第19条　婚姻法第18条で規定する夫婦の一方が所有する財産とは、婚姻関係が継続することによっ

　ても夫婦共同財産とならないものである。ただし、当事者に別の約定がある場合を除く・

第20条　婚姻法第21条で規定する「独立して生活できない子」とは、まだ在学して高等学校以下の
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　学歴の教育を受けているかまたは労働能力を喪失するかもしくは部分的に喪失するなど・主観的

　原困によらずに正常な生活を維持することができない成年の子をいう。

第21条　婚姻法第21条でいう「扶養費」には、子の生活費、教育費および医療費などの費用を含む。

第22条　人民法院は、離婚の事件を審理する場合において、第32条第2項で規定する「離婚を認め

　なければならない」という事情に適合するときに、当事者に過失があるという理由で離婚を認め

　ないという判決を下してはならない。

第23条　婚姻法第33条でいう「軍人の一方に重大な過失がある場合」については、婚姻法第32条第

　2項第1号かち第3号の規定および軍人にその他の重大な過失があることにより夫婦の感情に亀

　裂が生じるに至ったという事情により判断することができる。

第24条　人民法院が下した効力が生じている離婚判決の中で面会交流権にふれていない場合におい

　て、当事者が単独で面会交流権問題についての訴訟を提起したときには、人民法院はこれを受理

　しなければならない。

第25条　効力が生じた判決、裁定または調停書の履行の過程で当事者が面会交流権行使の中止を請

　求する場合、人民法院は双方当事者の意見を求めた後、面会交流権の行使を中止する必要がある

　と認めたときは、法により裁定を下す。面会交流権中止の事情が消失したのちは、人民法院は、

　当事者の申請にもとついて、その面会交流権行使の回復を通知しなければならない。

第26条　未成年の子、直接子を扶養する父または母およびその他未成年の子について扶養および教

　育の義務を負う法定監護人は、人民法院に面会交流権中正の請求を提出する権利をもつ。

第27条　婚姻法第42条でいう「一方が生活困難i」とは、個人財産および離婚の際に分与された財産

　では当地の基本生活水準を維持することができない場合をいう。

　離婚後住むところがない一方は、生活困難に属する。

　　離婚の際、一方は個人財産の中の住居を生活困難者に援助する場合、家屋の居住権または家屋

　の所有権という形で援助することができる。

第28条　婚姻法第46条で規定する「損害賠償」とは、物質的i損害賠償および精神的損害賠償を含む。

　精神的損害賠償については、最高人民法院の「民事権利侵害の精神的損害賠償責任を確定するに

　ついての若干の問題に関する解釈」の関係規定を適用する。

第29条　婚姻法第46条で規定する損害賠償貴任を負う主体は、離婚訴訟当事者の中の無過失側の配

　偶者とする。

　　人民法院が離婚を認めない判決を下した事件で、当事者が婚姻法第46条にもとついて提出した

　損害賠償請求については、これを支持しない。

　婚姻関係存続期間に当事者が離婚の訴えを提起せずに単独で当該条規により損害賠償請求を提起

　した場合は、人民法院はこれを受理しない。

第30条　人民法院が離婚事件を受理する場合、婚姻法第46条等の規定における当事者の関係する権

　利と義務については、書面により当事者に告知しなければならない。婚姻法第46条を適用する場

　合においては、次のとおり事情に応じて区別しなければならない。

　（1）婚姻法第46条の規定に適合する無過失側が原告として当該条規にもとついて人民法院に損

　害賠償請求を提起する場合においては、離婚訴訟と同時に提起しなければならない。

　（2）婚姻法第46条の規定に適合する無過失側を被告とする離婚訴訟事件で、被告が離婚に同意

　せず、当該条規にもとつく損害賠償請求についても提起しない場合においては、離婚後1年以内

　にこれについて単独で訴訟を提起することができる。

　（3）無過失側を被告とする離婚訴訟事件で、一審では被告が婚姻法第46条の規定にもとつく損

　害賠償請求を提起せずに二審係争中に提起した場合においては、人民法院は、調停をおこない・

一106　一



　調停が調わないときには、当事者に離婚後1年以内に別に訴えを提起するよう告知しなければな

　らない。

第31条　当事者が婚姻法第47条の規定にもとついて人民法院に訴訟を提起する場合においては、夫

　婦共同財産を再分割する訴訟時効を2年とし、当事者が知った翌日から計算する。

第32条　子との面会交流等に関する判決または裁定に従わない者に対して、人民法院が法により強

　制執行することに関する婚姻法第48条の規定は、面会交流権を行使する他方への執行協力を拒否

　する関係者および組織に対して拘留または罰金などの強制措置を採ることをいい、子の人身およ

　び面会交流行為について強制執行してはならない。

第33条　婚姻法改正後に審理中の第1審または第2審婚姻家族訴訟事件では、一律に改正後の婚姻

　法を適用する。これ以前に最高人民法院が出した関係の司法解釈が本解釈と抵触する場合は、本

　解釈を基準とする。

第詞条　本解釈は、公布日から施行する。
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最高人屍法院の「中華人民共和国婚姻法」を遠用する際の若干の問題に関する解釈（2）

（2003年12月4日最高人民法院裁判委員会第1299回会議採択、

2003年12月25日公布、2004年4月1日から施行）

婚姻家族紛争事件を正確に審理するため、「中華人民共和婚姻法」（以下婚姻法という。）および

r中華人民共和国民事訴訟法」などの関連する法律の規定にもとづき、人民法院が婚姻法を適用

する際に閥係する問題について以下のように解釈する。

第1条当事者が同居関係の解消を求めて提訴した場合、人民法院はこれを受理しない。ただし、

　当事者が解消を求める同居関係が、婚姻法第3条、第32条または第46条で規定する「配偶者のあ

　る者が他人と同居する」場合に属するときは、人民法院はこれを受理し・法にもとついて解消し

　なければならない。

　　当事者が同居期問における財産の分割または子の扶養をめぐる紛争について訴訟を提起した場

　合は、人民法院はこれを受理しなければならない。

第2条人民法院が婚姻無効宣告申立ての事件を受理したのち、審査の結果、無効の婚姻であるこ

　とが確かである場合は、法にもとついて婚姻無効宣告の判決を下さなければならない。原告が申

　立てを取り下げる場合は、これを許可しない。

第3条人民法院が離婚事件を受理したのち、審査の結果、無効の婚姻であることが確かである場

　合、婚姻無効の事情を当事者に告知し、かつ、法にもとついて婚姻無効宣告の判決を下さなけれ

　ばならない。

第4条　人民法院は、婚姻無効事件を審理する場合において、財産分割および子の扶養に及ぶとき

　は、婚姻効力の認定およびその他の紛争の処理について別々に裁判文書を作成しなければならな

　いe
第5条　夫婦の一方または双方の死亡後1年以内に、生存する一方または利害関係者が婚姻法第10

　条の規定にもとついて婚姻無効の宣告を申立てる場合、人民法院はこれを受理しなければならな

　いo
第6条利害関係者が婚姻法第10条の規定の規定にもとついて、人民法院に婚姻無効の宣告を申立

　てる場合は、利害関係者を申立人とし、婚姻関係当事者の双方を被申立人とする。

　　夫婦の一方が死亡した場合は、生存する一方を被申立人とする。

　　夫婦の双方がすでに死亡している場合は、被申立人を挙げない。

第7条人民法院が同一の婚姻関係について離婚および婚姻無効宣告の申立ての事件を別々に受理

　した場合、離婚事件の審理については、婚姻無効宣告申立て事件の判決が出されたのちにおこな

　わなければならない。

　　前項でいう婚姻関係が無効であると宣告されたのちも、財産の分割および子の扶養については・

　継続して審理しなければならない。

第8条　離婚協議中の財産分割の条項または当事者が絡んだ離婚による財産分割協議は・男女双方

　に対して法的拘束力を持つ。

　　当事者が前記の財産分割協議の履行により紛争を生じて訴訟を提起する場合は・人民法院はこ

　れを受理しなければならない。

第9条　男女双方が協議離婚したのち1年以内に財産分割問題について後悔し・財産分割協議の変
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　更または取消しを求める場合、人民法院はこれを受理しなければならない。

　　人民法院は、審理したのち、財産分割協議を締結する際に詐欺または強迫等の事情があったこ

　とを発見できなかった場合においては、法にもとついて当事者の訴訟請求を棄却しなければなら

　ない。

第10条　当事者が慣習にもとついて交付した結納の返還を求めた場合で、調査の結果、次に掲げる

　事情に属することが明らかなときは、人民法院はこれを支持しなければならない。

　（1）双方がまだ結婚登記の手続をおこなっていない場合

　（2）双方が結婚登記の手続をおこなったが、まだ共同生活をしていないことが確かな場合

　（3）婚前に交付され、かつ、そのために交付者の生活が困難になった場合

　　前項第（2〕、（3）号の規定を適用する場合は、双方が離婚することを条件としなければな

　らない。

第11条婚姻関係存続期間の次に掲げる財産は、婚姻法第17条で規定する「共同所有とすべきその

　他の財産」に属する。

　（1）一方が個人財産を投資して取得した収益

　（2）男女双方が実際に取得したまたは取得すべき住宅補助金および住宅積立金

　（3）男女双方が実際に取得したまたは取得すべき養老保険金および破産据置：補償金

第12条　婚姻法第17条第3号で規定する「知的財産権の収益」とは、婚姻関係存続期間に、実際に

　取得したかまたは取得できることがすでに明らかになっている財産性の収益をいう。

第13条　軍人の死亡・傷害保険金、身体障害者補助金および医薬生活補助費は、個人財産に属する。

第14条　人民法院は、離婚事件を審理する際、軍人名義で給付された復員費または自主職業選択費

　などの1回払いの費用の分割に及ぶときは、夫婦婚姻関係の存続年数に年平均値を乗じて得た金

　額を夫婦共同財産とする。

　　前項でいう年平均値とは、軍人名義で給付された前記の費用の総額を具体的年数で均等分した

　金額をいう。その具体的年数とは人の平均寿命の70才と軍人が入隊したときの実際の年齢の差と

　する。

第15条　夫婦双方が共同財産の中の株券、債券および投資基金割当て金などの有価証券ならびに上

　場していない株式有限会社の株式を分割する際に、話し合いが成立しないかまたは市価にもとつ

　く分配が困難な場合には、入民法院は数量にもとついて比例により分配することができる・

第16条　人民法院は、離婚事件を審理する際に、夫婦共同財産の中の一方の名義による有限責任会

　社の出資額を分割する場合において、他方がその会社の株主でない場合ときには、次に掲げる事

　情にもとついてそれぞれ処理する。

　　（1）夫婦双方が話し合いにより、出資額の一部または全部をその株主の配偶者に譲渡すること

　に合意した場合において、過半数の株主が同意し、その他の株主が優先購買権の放棄を明確に表

　示したときには、その株主の配偶者はその会社の株主となることができる。

　　（2）夫婦双方が出資額について譲渡額および譲渡価格などの事項について話し合いで合意した

　のち、過半数の株主が譲渡に同意しないで、出資額と同等の価格で購入することを希望した場合

　においては、人民法院は出資譲渡所得財産について分割を進めることができる。過半数の株主が

　譲渡に同意せず、その出資額と同等の価格で購入することを希望することもない場合においては・

　譲渡に同意したものとみなし、その株主の配偶者はその会社の株主になることができる。

　前項で規定する過半数の株主が同意したことを証明する証拠としては・株主会の決議でよいし・

　また、当事者がその他の合法的方法により得た株主の書面による意思表示の資料でもよい。

第17条　人民法院は、離婚事件を審理する際に、夫婦共同財産の中の一方の名義による組合企業の
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　出資を分割する場合において、他方がその企業の組合員でない場合で夫婦双方が話し合いにより、

　その組合企業の中の財産の持分額の全部または一一部を他方に譲渡することに合意したときには・

　次に掲げる事情にもとついて、それぞれ処理する。

　　（1）その他の組合員が一致して同意した場合、その配偶者は、法にもとついて組合員の地位を

　取得する。

　　（2）その他の組合員が譲渡に同意せず、同等の条件の下で優先譲受権を行使した場合には、譲

　渡によって得た財産について分割をおこなうことができる。

　　（3｝その他の組合員が譲渡に同意せず、優先譲受権も行使しないが、その組合員が脱退するこ

　とまたは一部の財産持分を返還することに同意した場合には、返還された財産について分割をお

　こなうことができる。

　　（4）その他の組合員がすでに譲渡に同意せず、優先譲受権も行使せず、その組合員が脱退する

　ことまたは一一部の財産持分の返還にも同意しない場合には、すべての組合員が譲渡に同意したと

　みなし、その配偶者は法にもとついて組合員の地位を取得する。

第18条　夫婦の一方の名義によって投資して独資企業を設立した場合は、人民法院は、その独資企

　業における夫婦の共同財産を分割する際、次に掲げる事情にてらしてそれぞれ処理しなければな

　らない。

　（1）一一一一方がその企業を経営すると主張する場合は、企業資産を評価したのち、企業を取得した

　一方が他方に相応の補償をする。

　（2）双方がそれぞれその企業を経営すると主張する場合は、双方は価格を競りにかけること基

　礎に、企業を取得した一方が他方に相応の補償をする。

　（3）双方がともに企業の経営を望まない場合、「中華人民共和国個人独資企業法」などの関係

　規定にもとついて処理する。

第19条　一方が婚前に賃借し、結婚後に共同財産で購入した家屋については、家屋権利証書が一方

　の名義で登録されている場合においても、夫婦共同財産として認定しなければならない。

第20条　夫婦共同財産の中の家屋の価値および帰属について双方の話し合いが調わない場合、人民

　法院は次に掲げる事情にもとついてそれぞれ処理する。

　（1）双方がともに家屋所有権を主張し、かつ、価格の競り合いによる取得に同意した場合には、

　許可しなければならない。

　（2）一方が家屋の所有権を主張する場合において、評価機構が市場価格にもとついて家屋の評

　価をおこなうときには、家屋所有権を取得した一方は他方に相応の補償をしなければならない。

　（3）双方がともに家屋の所有権を主張しない場合、当事者の申請により家屋を競売し、所得し

　た代価を分割しなければならない。

第21条　離婚の際に双方が所有権を取得していないかまたは完全には所有権を所得していない家屋

　について争い、かつ、話し合いが調わない場合、人民法院は家屋所有権の帰属について判決を下

　さず、実際の事情にもとついて当事者が使用するよう判決を下さなければならない。

　　当事者が前項に規定する家屋の完全所有権を取得したのち、争いとなった場合には、別に人民

　法院に訴訟を提起することができる。

第22条　当箏者の結婚前に、父母が双方の家屋購入のために出資した場合は、その出資は自分の子

　に対する個人贈与とみなすが、ただし、父母が双方に贈与したと明確に意思表示した場合を除く。

　当事者の結婚後、父母が双方のために家屋購入の出資をした場合には、その出資は夫婦双方に対

　する贈与とみなすが、ただし、父母が一方に贈与したと明確に意思表示した場合を除く。

第23条　債権者が、一方が結婚前に負った個人の債務について債務者の配偶者に対して権利を主張
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　する場合、人民法院はこれを支持しないeただし、債権者がその債務が結婚後の家族の共同生活

　のためのものであると証明できる場合を除く。

第24条　債権者が婚姻関係存続期間に夫婦の一方が個人名義で負った債務について権利を主張する

　場合、夫婦共同債務として処理しなければならない。ただし、夫婦の一方が債権者と債務者が明

　確に個人の債務であると約定していることを証明できる場合、または婚姻法第19条第3項で規定

　する事情であると証明できる場合を除く。

第25条　当事者の離婚協議または人民法院の判決書、裁定書もしくは調停書で既に夫婦財産分割問

　題について処理された場合であっても、債権者は夫婦共同債務を男女双方に対して主張する権利

　をもつ。

　　一方が共同債務について連帯で返済責任を負ったのちに、離婚協議または人民法院の法律文書

　にもとついて他方に求償を主張する場合、人民法院はこれを支持しなければならない。

第26条　夫または妻の一方が死亡した場合、生存する一方は婚姻関係存続期間の共同債務について

　連帯して弁済する責任を負わなければならない。

第27条　当事者が婚姻登記機関で離婚登記の手続をしたのち、婚姻法第46条の規定により人民法院

　に損害賠償請求を提出する場合、人民法院はこれを受理しなければならない。ただし、当事者が

　離婚を協議する際に、すでに当該項目の請求を放棄することを明確に意思表示している場合、ま

　たは離婚登記手続をおこなった1年後に提出した場合は、これを支持しない。

第28条　夫婦の一方が配偶者の個人財産または夫婦共同財産の保全措置を採ることを申立てた場合、

　人民法院は損失の見込みの範囲内で保全措置を採ることができ、実際の事情にもとついて、合理

　的に財産担保の額を確定する。

第29条　本解釈は、2004年4月1日から施行する。

　　本解釈の施行後、人民法院が新たに受理する一審の婚姻家族紛争事件については、本解釈を適

　用する。本解釈施行後、これ以前に最高人民法院が出した司法解釈が本解釈と抵触する場合には、

　本解釈を基準とする。
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中国の家庭内紛争処理手続に関する法令（司法解釈を含む）1949－2006

法　　　令　　　名 公布年月1二1 制定機関

中央軍委恵政治部芙干双方均力現役革命牢人的嵩婚同題座

ﾂ…般高婚河題姓理的蘭
1952／9／8

中央軍事委員会慈政

｡部
最高人民法院中南分院共干被判徒刑停止軍籍的葦人配偶提

o圏婚如何弛理的批夏
1953／7／9 最高人民法院

最高人民法院中南分院美丁早已高婚如女朴清帯走財声同題

{項原則的批笈
ユ953／12／29 最高人民法院

最高人民法院共干雪止享人帯回的資助金分家吋腹如何畳理

I夏函
1955／10／18 最高人民法院

最高人民法院共干日籍拍女林楓叶和我国公民乗珍萬婚后友

ｶ的子女托弄1司題的函
1955／10／25 最高人民法院

最高人民法院共干中国籍朝鮮族公民萬婚向題的批夏 1955／12／3 最商人民法院

最高法院美子一方居住内地一方居住港、襖的萬婚庇璃如何

距搏ｯ題的函
1956／7／21 最高人民法院

最高人民法院共干朱洪鴻均亦竺（菰朕公民）高婚案的赴理
�?P可題的批夏

1956／10／18 最高人民法院

最高人民法院美干リヨ国隼併与日籍配偶萬婚同題的批夏 1956／10／22 最高人民法院

最高人民法院芙干一方居住内地一方居住香港的高婚案件如

ｽ征求意児同題的函
1956／12／6 最高人民法院

最高人民法院美干波竺法院対双方都居住在波竺的中国併民

I萬婚判決在中国是否有法律効力河題的夏函
1957／5／4 最高人民法院

最高人民法院共干刑震北淘河他在香港与南浄敏所立切載萬

･宇据是否有法律効力、併要求人民法院拾予字据征明庇如

E姓理向題的批

1958／2／24 最高人民法院

内各部共干中国人同1櫨吋来隼的外国人結婚宙査手躾的函 1959／3／3 最高人民法院

最高人民法院美干亦朕国籍的併民与在中国境内的中国人寓

･的赴理手躾何題的批夏
1960／7／4 最高人民法院

最高人民法院美干人民武装警察成員的婚姻是否位按現役革

ｽ宰人婚姻向題赴理的批夏
1962／1／25 最高人民法院

最高人民法院美予我国公民与外国公民高婚后的子女扶葬同

闢I批夏
1962／3／24 最高人民法院

最高人民法院美干中国籍的朝鮮族一方法俄愉越国境逃到朝

N民主主叉人民共和国的萬婚案件庖如何赴理的批夏
1962／8／22最高人民法院

最高人民法院共干高婚判決可以直接寄給在香港的当事者的

瘟ﾄ
1963／2／25 最高人民法院

最高人民法院共干男方居住亦朕女方提出高婚可以峡席判決

剏?闢I批夏
1963／4／28 最高人民法院

最高人民法院美干寓婚案件中自留地自留畜的赴理何題的批
1963／10／21 最高人民法院

内各部芙干如何赴理渉外萬婚案件的批夏 1964／3／19 最高人民法院

最高人民法院美干下放駅工高乃春与江家敏萬婚案件中退駅

熹@何姓理向題的批夏
1964／4／25 最高人民法院

最高人民法院美干張緒桂与銚梅霞寓婚案的批夏 1964／6／15 最高人民法院

最高人民法院美干我国公民要求与己回国的日本人高婚向題

I函
1964／7／7 最高人民法院

最高人民法院共干李淑芥与黄正寛萬婚一案的批夏 1964／11／16 最高人民法院
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資　料

最高人民法慌芙了二外間人1ヨ判理公民以夫妻芙系同居多年現

O国人提出嵩婚痘紺・喋挫理的批匁
ig64／12／17 披高人民法院

最高人民法院美」却那淳萬舞等1珂題的批笈 1965／1／31 最商人民法院

最高人民法続茨丁渉及香港、台湾的高婚案件管轄河題的批
1965／4ノユ5 最高人民法院

外交部領事司共干鞍迭中国人和朝鮮人璃婚的判決判司題 1965／7／31 最高人罠法院

最高人民法院美乎我顯公民与蒙籍配偶萬婚飼題的批笈 1965／12／6 最高人民法院

最高人民法院共王弛理破杯宰婚案件中几卒河題釣批笈 1977／6／13 最高人民法院

鍛高人民法院芙苧朱玉琴与山紐良寓婚縄題的批夏 1978／7／28 最高人民法院

最高人民法院美予子女挫母有光謄葬叉各的清示的批亙 197W11／2 最高人民法院

鍛高人民法院美干越南旧国隼併栃玉蓮与越南籍人隊文勇萬

･聞題的漁
1980／5／5 最高人民法院

最高人民法院共干非婚生子女捉弄同題的批夏 1980／5／船 最高人民法院

最商人民法院共干寓婚吋i亦汲一方不負担子女扶葬費、鋒辻

瘧ｱ吋何他方提起要求対方灸担扶葬費的近訟法院如何弛理

諱@6・　’

1981／7／3◎ 最高人民法院

垣高人民法院共干変更子女姓氏伺題的夏函 1981／8／14 最高人民法院

最高人民法院共干対年老、元子女的人能否按照婚姻法第二

¥三条炎推判決有鋲担能力的兄弟姉妹承担祝…葬叉各的宴函
1981／9／1 最高人民法院

鍛高人民法院芙子湾老虎山与王傭捉弄到紛一案清示的批夏 1982／2／17 最高人民法院

隼併同国内公民、港襖同胞同内地公民之聞力理婚姻登氾的

{項規定
1983／3／10 民政部

中国公民同外国人亦理婚姻登田的几項規定 1983／8／17 国各院

民政部門共干亦理詰婚登迫中几介渉外河題姓理意見的批夏 1983／12／9 民政部

最高人民法院美干周異栄訴黄文英高婚案管轄向題的批痘 1984／11／14 最高人民法院

巌高人民法院美干孟究明、李瑞玲萬婚案的批複 1985／2／16 最高人民法院

最高人民法院芙干兄妹間銑弄同題的批夏 1985／2／17 最高人民法院

中隼人民共和国継承法 1985／4／10 全国人民代表大会

最高人民法院共干与男女登培萬婚後一方翻悔向人民法院提

N派法人民法院是否応当受理阿題的批夏
ヱ985／6／15 最高人民法院

最高人民法院美干林守叉訴熊正栓寓婚案管轄何題的批宴 1985／11／21 最高人民法院

最高人民法院美干継母均生父萬婚后｛乃有根要求已与其形成

?昼､系的子女履行槍弄…叉蚤的批夏
1986／3／21 最高人民法院

中隼人民共和国民法通剛 1986／4／12 全国人民代表大会

最高入民法院美予原判決錐持枚葬美系后当事人再次起訴人

ｯ法院法院是否作新案受理同題的批夏
1987／2／i1 最高人民法院

最高人民法院共干生母将女几姶他人牧弄而祖母要求頒回挽

樗ﾝ否支持同題的批夏
1987／11／17 最高人民法院

最高人民法院美干継父母与継子女形成的杖利又各芙系不能

ｩ然終止的批夏
呈988／1／23 最高人民法院

最商人民法院共干貫初執行《中隼人民共和国民法通則》若

ｱ同題的意見（拭行）
1988／4／2 最高人民法院

最高人民法院美干対一方当事人下落不明未溝丙年的璃婚案

署･否受理和公告送迭伺題的批宴
1989／8／22 最高人民法院
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最高人民法院美丁人民法院市理未亦錆婚登i己1而以夫妻名又

ｯII弓生活案件的若干具体意児
1989／U／21 最高人民法院

最高人民法院美干人民法院噺i理高婚案件如何り、定夫妻！惑桔

ﾈ破裂的若干具体意皿
1989／11／21 最高人民法院

最高人民法院芙干i午秀英失如1豆王青芝潤是否己事塞解除牧

樗?n的回答
1990／8／24 最高人民法院

中隼人民共和国民事訴訟法 1991／4／9 金国人民代表大会

最高人民法院芙干夫妻美系存嬢期間以人工授精所生子女的

@律地位的夏函
1991∬？／8最高人民法院

中隼人民共和国未成年人保炉法 1991／9／4 全国人罠代表大会

最高人民法院美丁第一軍萬婚判決生効后疲予出具征明事的

ﾊ知
1991／10／24 最高人民法院

中隼人共和国牧葬法 1991／12／29
全国人民代表大会常

e委員会

最高人民法院芙丁夫妻美系存嬢期間男方受縞托弄非i巽生子

雷�･后可否向女方追索托育費的夏函
1992／4／2 最高人民法院

中隼人民共和国妊女枚益保障法 1992／4／3 全国人民代表大会

最高人民法院失子人民法院軍理寓婚案件赴理財声分割的若

ｱ具体意見
1993／11／3 最高人民法院

最高人民法院美干申理閏婚案件姓理財声分割河題的若干具

ﾌ意見
1993／11／3 最高入民法院

最高人民法院共干宙理禽婚案件祉理子女抗弄同題的若干具

ﾌ意児
王993／ユ1／3 最高人民法院

全国民事宙判工作座淡会妃要 1993／11／24 最高人民法院

婚姻登竜管理条例 1994／2／1 民政部

最高人民法院共干遥用新的《婚姻登妃管理条例》的通知 1994／4／4 最高人民法院

最高人民法院美干申理禽婚案件中公房使用、承租若干向題

I回答
1996／2／5 最高人民法院

中国公民亦理牧葬登記的若干規定 1996／5／27 最高人民法院

民政部美干修改《中国公民亦理牧葬登竜的若干規定》的規
1996／5／27 最高人民法院

中隼人民共和国老年人板益保炉法 1996／8／29 全国人民代表大会

最高人民法院美干人民法院赴理渉台民事案件的几介同題 1998／8／9 最高人民法院

全国人大常委会共干修改《中隼人民共和国枚葬法》的決定 1998／11／4
全国人民代表大会常

e委黄会

民政部《大陪居民与台湾居民婚姻登竜管理暫行亦法》 1998／12／10 民政部

大陪居民与台湾居民婚姻登杞管理暫行亦法 1998／12／10 民政部

共干寓婚当事人申清再婚登氾的朴充規定 1998／12／18 民政部外交部

外国人在中隼人民共和国枚葬子女登把亦法 1999／5／25 民政部

隼併以及居住在香港、襖門、台湾地区的中国公民亦理枚葬

o竜的管轄以及所需要出具的証件和征明材料的規定
1999／5／25 民政部

中国公民牧弄子女登氾亦法 1999／5／25 民政部

最高人民法院《美子当事人持台湾地区有美行政或公証部『］

q杁的萬婚梼ぱ弔向人民法院申清杁可人民法院是否受理的

@函》

2000／2／17 最高人民法院
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資斜

最高人民法院共F人民法院受理申清承臥外国法院高婚判決

ﾄ件有共向題的規定
2000／2／29 最高人民法院

美干姓理婚姻美系中達法狸附メぱ財声等同題的意児 2000／5／30 広京省高級人民法院

対《共干姓理婚姻共系中珪i法犯罪行力及財声等1可題的意

凵t的悦明
2000／5／30 広恋省高級人民法院

共干在享受本人工齢和己死亡配偶生前工齢仇恵后所胸公房

･否属夫妻共同財声同題的答夏意児
2000／5／30 広京省高鍍人民法院

掴家汁委、財政部共干統一一渉及境内外双重枚費椋准的通知 2001／1／9 民政省

民政部亦公庁対《共予“事実婚姻”者朴亦拮婚登妃河題》

I意見
2001／1／9 民政省

全国人民代表大会常各委黄会共干修改《中隼人民共和国婚

�@》的決定
2001／4／28

全国人民代表大会常

e委員会

中隼人共和国婚姻法 2001／4／28
全国人民代表大会常

e委員会

最高人民法院《美i干杁真学刀正碗遥用く中隼人民共和国婚

�@｝的通知》
2001／5／10 最高人民法院

上海市高級人民法院共干下笈《美干在民事寧判中雲施く中
ｹ人民共和国婚姻法〉的暫行意見》的通知一附：美子在民事…一‖田　施《r　人　　’和国　　法》的　行、田 2001／6／7 上海市高扱人民法院

一一一一D　　　”　　　　　1丁 2001／6／7 上海市高級人民法院

民政部亦公庁美干新西竺人来隼踏婚使用先婚姻障碍征明一

俣I笈函
2001／6／25 民政省

　一、ロ　』　ロ、　　　日　’ム　・　　干　　　　　・
?A教育蔀、民政部、文化部、国家広播屯影屯視忌局、中

2001／7／6

中共中央宣佳部、国

ﾆ汁剣出産委員会、

ｯ政省

民政部亦公庁美干当事人均刃台湾居民能否在大陪亦理錆婚

o迫1司題的答夏
2001／9／7 民政省

最高人民法院共干遺用《中隼人民共和国婚姻法》若干同題

I解騨（一）　（征求意1凪稿）
2001／9／29 最高人民法院

民政部亦公庁美干播旭京与謝玉亭高婚案件同題的夏函 2001／10／15 民政省

民政部亦公庁美干貫御落実国力・没［2001］62号文件精神的

ﾊ知
2001／11／20 民政省

最高人民法院共干民事t斥訟i正据的若干規定 2001／12／6 最高人民法院

禁止使用童工規定 2002／10／1
中隼人民共和国国各

@
最高人民法院《共干遥用く中隼人民共和国婚姻法｝若干河

闢I解梓（二）》
2003／12／4 最高人民法院

最高人民法院《美干人民法院受理申博承訊外国法院寓婚判

?ﾄ件有美同題的規定》的理解与這用
1999／2／29 最高人民法院
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中国の家庭爽紛争に関する裁判例

・］f　付　　名 判決日ノ提訴目 墓判所 ；彗名／出処 発Zf所 発行年

刈志減訴李旭隼等継承案
　一

P997

一一一一一

纓X縫繋E区人民法

ｾ
99年　上海法院案
瘴竏

ヒ海人民出版

ﾐ
2000年

張オ有等訴張庖尤等鮒葬到劣｝案 1賠8
上海市繍f二区人民法

@
99年　上海法院案

瘰ｸ虚
土珊人t亡出版

ﾐ
2000年

申清人渤友余要求宣告下落ヨこ明

l隊鳳英死亡案

　一
P998
上賠i清浦具人民法

@
99年　上海法院案

瘰ｸ迭
上海人民出版

ﾐ
2000年

弦凪仙等訴胡克敏析声、継承案 1998
上海市長宇涯入民法

@
2001年　上海法院

ﾄ例精迭

一ヒ海人民出版
2⑪02年

董拝訴徐争光寓婚案 1999
上灘市第一中級人民

@院
2Goo年　上海法院

ﾄ例精逸
上海人民出版

m
2000年

胡暇訴沈水英解除継母女美系案 正999
上海市金山区人民法

@
2000年　｛二海法院

ﾆ例精逸

上海人民出版

ﾐ
200鈎三

周榮隼訴彰巧珍寓婚案 2000
上海市静安i茎人民法

@
2θ田年　｝二海法競

ﾄ撰精迭

ヒ海人民轟圭版

ﾐ
2002年

t午生桂訴李炎寓婚案 2000
上海市任宇区人民法

@
20田年　上海法院

ﾄ例精迭

上海人民出版

ﾐ
2002年

黄理訴隊桂栄彩票奨金到紛案 2000
土海市長宇区人民法

@
2001年　上海法院

ﾄ例精逃

上海人民出版

ﾐ
2002年

沈輝等訴弥岳明継承到紛案 2000
上海市金ll」区人民法

@
2001年　上海法院

ﾄ例精逸
上海人民出版

ﾐ
2002年

王泓訴陪兆霊扶弄劉紛案 2000
上海市黄浦区人民法

@
2001年　上海法院

ﾄ例精迭

上海人民出版

ﾐ
2002年

張建芽訴朱徳揚高婚案 2001
上海市黄浦区人民法

@
2001年　上海法院

ﾄ例精逸
上海人民出版

ﾐ
20⑰3年

蕪国璋訴郡秀卵禽婚及郡秀雨反

i醇国璋損害賠僕案
2001
上海市第二中級人民

@院
2001年　上海法院

ﾄ例精逃

上海人民出版

ﾐ
2003年

渇宝明訴李怖高婚案 2001
上海市第一中級人民

@院
2002年　上海法院

ﾄ例精逸

上海人民出版

ﾐ
2003年

長期留居美国的吋天保訴超愛香

ﾝ婚被駁回一年后再次起訴要求

@婚案

2001 却州市27区人民法院

人民法院案例造

Q003年第2輯（忌第
S4輯）

人民法院出版

ﾐ
2004年2月

元錫市大同路社区居民委員会申

ｴ撤消丁建隼的盟炉人資格案
2001
元錫市崇安区人民法

@

人民法院案例逃
Q⑪03年第2輯（恵第

S4輯）

入民法院出版

ﾐ
2004年2月

刺郁日訴湛隼莱萬婚，兎辻錯方

X隼栄要求精神損害賠砦案
2001
河南省部州市人民法

@
人民法院案例逸

Q004年民事青紺

人民法院出版

ﾐ
2005年6月

再素君、張向明在夫妻存建期同

�ｷ期冷哉渇素君訴張向明萬婚 2001
河南省鶴壁市山城区

l民法院鹿楼法廷

人民法院案例逃

Q004年民事青輯

人民法院出版

ﾐ
2005年6月

　　治　　　　　一　　河
s俊貞汀婚后，弄保民死亡，弄

ｶ治訴郭俊克、郭紅河返迩婚灼
2001
河南省民権具人民法

@　　　　　　一

人民法院案例逸

Q004年民事号輯

人民法院出版

ﾐ
2005年6月

@　　■

王海雪訴邸新倖在高婚吋隠騰対

O債枚再次起i斥清求分割夫妻共

S　　　　一

2001
河南省桐柏具人民法

@

人民法院案例逸
Q003年第3輯（忌第
S5輯）

人民法院出版

ﾐ
2004年4月

対秀茄訴宋志強萬婚但其詰婚吋

ﾑ来的来生女慮由継父抗葬案
2001
北京市通州区人民法

@

人民法院案例迭

Q003年第3輯（怠第
S5輯）

人民法院出版

ﾐ
2004年4月

萄洪英因生活元着訴李恒富庄将

ｶ管的夫妻共同存款的一半姶其 2002 凹川省櫨具人民法院
人民法院案例迭
Q003年第2輯（恵第
S4輯）

人民法院出版

ﾐ
2004年2月
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資　科

王芳英訴残疾人謝隼1明高婚案 20θ2
江西省上窺市信州区

l民法院

人民法院案例逃

Q004年民事七輯

人民法院出版

ﾐ
2005年6月

渠剣文訴：博恵珍萬婚后隠麟鞍移

v妻共同財声案
2002
福建省泉州市南安市

l民法院車州法廷

人民法院案例造

Q004年民事寺輯

人民法院出版

ﾐ
2005年6月

　　・照　戸延・　∫、父・
d的房屋使用枚在父母死亡后自
ﾈ承租吋予以出魯所得的牧益疲　　　　　‘

2002
長春市潮阻区人民法

@

人民泓院案例逃
Q003年第3輯（息第
S5輯）

人民法院出版

m
2004年4月

万宝拒訴万宝瑞等虜屋析戸、継

ｳ到扮案
1985／5／11

北京市海淀区人民法

@
宙判案例逃析

中国政法大学

o版社
1997年

弓玉琴、弓遊元、易遊有、易淑
ｱ訴彗避宝、r］秀楽、巧春隼析

ｺ、掬‘

1992／12／26
北京市海淀区人民法

@
庫判案例逃析

中国政法大学

o版社
1997年

対暁燭斥熱淑敏析声継承案 1993／9／6
北京市海淀区人民法

@
電判案例造析

中国政法大学

o版社
1997年

干悉訴干渉薄、郭駕扶葬案 1993／Il／20
北京市海淀区人民法

@
宙判案例逸析

中国政法大学

o版社
1997年

肩、　’　　　＿　　　　．、光

s力能力人田喜全訴梁忠梅腐婚
P

1994／H／24 沈阻市中級人民法院 民事訴松案例造編 法律出版社 1996年

張玉慧訴王桝亭房屋析声案 1995／8／3
北京市海淀区人民法

@
牢判案例逸析

中国政法大学

o版社
1997年

謝志城等人与睾素薄等人継承・

熾ｨ到紛上訴案
1996／8／8 最高人民法院

最高人民法院民事

ﾄ件解析第二集
法律出版社 2000年

張柄南訴張恵賢、張恵榮、張恵

ﾕ析声継承案
1997／11／20

北京市海淀区人民法

@

北京市海淀区人民

@院宙判案例逸析
i二）

中国政法大学

o版社
2000年

超順訴赴富有、超富新等鰍罪案 1998／6／10
北京市海淀区人民法

@

北京市海淀区人民

@院宙判案例逸析
i二）

中国政法大学

o版社
2000年

奨建生与高仙高婚財戸分割糾紛

繿i案

1998／12／30　　～ 最高人民法院
最高人民法院民事

ﾄ件解析第二集
法律出版社 2000年

謝忠京与夢中隼高婚到扮上訴案 1999／7／1 最高人毘法院
最高人民法院民事

ﾄ件解析第二集
法律出版社 2000年

高｛肖婿与避床末萬婚刻紛案件一

v妻共同出資没立的学校在高婚

D如何蝕理
一

山東省商級人民法院

民事宙判指号与参

l2002年第2巻（憩
謔P0集）

法律出版社 2002年

魏xx与叶〉くx寓婚剖紛案一這

一 四川省高級人民法院
民事宙判指辱与参

l（忠第15集）
法律出版社 2003年

臭景差不服指定捷炉案 一

北京市海淀区人民法

@
宙判案例逸析

中国政法大学

o版社
1997年

属千夫妻共同的財声、不蛭別一

茁ｯ意単方出督是否有敷
一 一

民事訴訟与最新案 中国財政経済

o版社
2003年

房声征到底旧堆？ 一 一

民事訴松与最新案 中国財政経済

o版社
2003年

同力第一瀬序継承人、被継承人

I債叔、債各如何赴理？ 一 一

民事訴訟与最新案 中国財政経済

o版社
2003年

遺属在被継承人死后能改交喝？ 一 一

民事訴訟与最新案 中国財政経済

o版社
2003年

女方是否能分得別一方的婚前財

ｺ？
一 一

民事訴松与最新案 中国財政経済

o版社
2003年

窩婚吋子女扶葬枚的解決原則是

Y広？ 一 一

民馴斥塗与最新案 中国財政経済

o版社
2003年
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婚姻家族論文リスト（1996年～2006年）

著者名 論　文　名 掲載誌 巻号 発行年月 頁

膝楼枢 共干婚姻法修改的若干建泣 法学i家 1996年5期 1996年10月 35－38

易怯南
内地与香港非婚生子女法律地位比校

､究
法学家 1996年5期 1996年10月 65－68

栃大文 中国渚法域夫妻財声制的比校研究 法学家 1996年6期 1996年12月 25－31

隊明侠 来子法基本1司題研究 民商法遼』～ 第6巻 1997年4月 1－74

張学牢 高婚訴松中的澗解研究 民商法識払 第7巻 199了年7月 135ヨ67

当前民事蛭済市判

疑唯同題研究一全
刻本栄 完善我国夫妻財声制的几点思考 国法院系統第十届 1998年11月 691－700

学犬i寸遼会槍文坪

逃委員会輪逃

当前民事経済宙判

疑唯向題研究一全
熊鋒 重杓夫妻財声制度 国法院系銃第十届 1998年11月 701－711

学木吋i右会遼文坪

逸委員会摘逸

当前民事経済宙判

赴理寓婚案件吋渉及私菅企並財声同 疑唯同題研究一全

徐謙 題研究一兼t文新婚姻家庭法中夫妻財 国法院系統第十届 1998年11月 712－721

声制度的重没 学木t寸槍会遼文坪

迭委員会鏑逸

当前民事経済申判

疑剰司題研究一全

戴娼 完善曲炉制度之我皿 国法院系銃第十届 1998年11月 722－732

学木吋遼会槍文坪

逸委員会編造

当前民事鐙済宙判

黄庄生
寓婚后的子女托葬伺題研究一兼淡相

?@律与司法解粋的峡陥与完善

疑唯何題研究一金

走@院系統第十届

w木対槍会槍文坪

1998年ll月 733－759

逸委員会編逸

当前民事経済宙判

疑溜司題研究一全

刺暢 完善妾枚立法的若干思考 国法院系銃第十届 1998年11月 760－774

学木討碓会稔文坪

逃委員会編迭

卓冬青 萬婚后住所向題初探 中山大学法律坪遼 1999年1巻 1999年11月 224－230

婚姻家庭

@苦家試
g稿起草

v

中隼人民共和国婚姻家庭法（法学号

ﾆ建汲稿）（1999年6月11日婚姻家庭

@十家拭払稿起草姐、中国法学会婚
�@学研究会立法研究姐、中国法学
?､究部捌定）

　　　　　一
ｯ商法槍此 第14巻 2000年4月 770－799

蒋月 我国夫妻財声制立法的基本同題 民商法槍払 第15巻 2000年7月 247－292

夫妻財戸制立法研究一瑞士夫妻財声

隊華 制研究及其対完善我国夫妻財声制的 民商法槍巫 第15巻 2000年7月 293－337

肩示

卓冬青、

ﾑ碕、耶
歯ｽ

夫妻美系法律凋整的完善一共子夫妻

¥力的璃査撮告
中山大学法律坪篭 2000年1巻 2000年12月 278－296
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聞気、何

r薄

槍寓婚有Lt措方的精神損害賠傑責任

齔ﾍ囲配偶一一方婚外恋詩致高婚的現

�y其民事貴任

民商法級捻一江平

ｳ授七十隼誕祝賀

ｶ集

2000年12月 500－516

夏吟竺
襖口“箏疾婚”与大陪“事笑婚姻”

V比校研究

民商法扱稔一江平

ｳ授七十隼誕祝賀

ｶ集

200⑪年12月

甘琴一竃、

喆ｩ苗、

ﾑ宏床

対婚外恋主張隠私根的法理思考 法学 2001年1期 2001年1月 49－52

歌宝金 元婚姻的生育一与奨林同志商椎 法学 2001年1期 2001年1月 52－53

焦丑、栩

ﾅ寛
対一起変更予女姓名案的法律思考 法学 2001年1期 2001年1月 72－75

蒋新苗、

]国隼
国防牧葬法走勢的回願与展望 中国法学 2001年1期 2001年2月 173－175

弓｛乙南 婚姻法修改中几介争汲河題的探吋 中国法学 2001年1期 2001年2月 140－147

楊遂金
稔国家保炉婚姻家庭的究法原則及其

{行
中国法学 2001年1期 2001年2月 169－172

蒋月 夫妻財声糾紛的熟点和簸点 法学 2001年2期 2001年2月 42－47

随昌1薄
法律悟言庇当規萢一略淡《婚姻法

i修正草案）》的悟吉蝦疵
法学 2001年2期 2001年2月 48－47

対京隼
寓婚判決中女性的居住枚同題一兼槍

芻蒼I居住板立法
民商法砲』ム 第18巻 2001年3月 254－353

予海涌
中国事婁婚姻法律地位研究一兼坪最

|法院肪年共干事i爽婚姻的司法解粋
民商法槍払 第18巻 2001年3月 354－384

王利明 婚姻法修改中的若干同題 法学 2001年3期 2001年3月 45－51．59

夏鳳英 遼婚姻是一科喫釣 法学家 2001年2期 2001年4月 78－82

夢陣
湖北城多丈夫対妻子家庭暴力的璃査

^分析
民商法遼ム 第19巻 2001年6月 655－679

銭明星
共干在我国物枚法中没置居住枚的几

贒ｯ題
中国法学 2001年5期 2001年10月 13－22

弥若宰 高婚損害賠倦制度 法学家 2001年5期 2001年10月 86－90

挑建花
対我国首例貞操損害賠惜案的法理坪

ﾍ
法学 2001年11期 2001年ll月 79－81

周安平 対我国婚姻法原則的法理学思考 中国法学 2001年6期 2001年12月 167－172

張学宰 事実婚姻的敷力 法学研究 2002年1期 2002年1月 66－80

楊青松、

?歯ｽ

家庭暴力的現状与防治一以　州地区

ﾍ例
法学坪遼 2002年1期 2002年1月 156－160

曹涛枚 中国婚姻法修正案述坪 私法研究 忌第1巻 2002年1月 537－588

隊小君、

ﾕ軍
来枚制度研究及其立法建拘 私法研究 第1巻 2002年1月 208－236

曹涛叔 中国婚姻法修正案述坪 私法研究 第1巻 2002年1月 53了一588

花翼「5、

ﾎ玉虹

2001年婚姻家庭法学研究的回願与展

]
法学家 2002年1期 2002年2月 55－58
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栃晋玲

在介体利益与社会利益的均衡之1司一

ﾈ我園婚姻法対夫妻財声制度的規定

ﾍ例

王汎代法学 2002年1期 20⑪2年2月 49－54

周安平
対夫妻人身共系与財声兼系的法律思

l
民商法掩』～ 第22巻 2002年3月 242－272

夢雨 遼日本的萬婚抗慰金制度 法学坪稔 2002年2期 2002年3月 126ヨ33

除塙 高婚韻害賠f…ξ法律逓用若干伺題探吋 法商研究 2002年2期 2002年3月 80－86

余延満
試遼近、現代法上婚姻的本頂属性一

､干婚姻概念的反思
法学坪槍 2002年3期 2002年5月 57－－65

刊・若宰 捻探祝枚的立法和法律遥用 法学家 2⑪02年3期 2002年6月 97－101

超撰、対

w在
婚姻元敷之訴与撤消婚姻之訴研究 民商法｛倉払 第23巻 2002年6月 1－50

中国民法
A典立法研

?ﾛ題姐

中国民法典：継承輪条文建汲稿 民商法遼此 第23巻 2002年6月 641－661

易］乙南
我伯需要什±祥的尤敷婚姻制度？一

･姻法修正案批判
北大法学文存 第4巻 2002年6月 199－207

易恒南、

k朝
日常家事代理叔 北大法学文存 第4巻 2002年6月 208－22⑪

李秀清
新中国婚姻法的成長与赤朕模式的影

_
法律科学 2002年4期 2002年7月 76－89

円卓慧
商代婚姻双念、制度与古代末西方各

総･姻現念、制度昇同考析
法律科学 2002年4期 2002年7月 100－108

楊立新 遼侵害配偶枚的精神損害賠倦責任 法学 2002年7期 2002年7月 55－60

察彦敏、

｣君

申吋度勢：対現行《民事訴訟法》修

�V思考
法学家 2002年4期 2002年8月 60－69

耳強 試槍貞操板 法律科学 2002年5期 2002年9月 60－68

部松文

民事筒易程序遥用迂程中出現的向題

y其対策一以漸江省金隼市丙扱法院

ﾍ考察対象

訴訟法遼基 第7巻 2002年9月

許莉 遼提起高婚訴訟不得代理 法学 2002年11期 2002年11月 75－77

斎潮
被架空的継承法一張XX蒋佗芳継承案

I程序与実体坪述
私法 第2輯1巻 2002年11月 300－313

章武生 基屠法院改革若干同題研究 法商研究 2002年6期 2002年11月 46－53

湯撃

単身女性生育叔与代醇平等一坪《吉
ﾑ省人口与汁」刮生育条例》第30条第

Q款的非合理性

法学　　　』 2002年12期 2002年12月 28－30

宋剛
槍土地承包枚一以我国《衣村土地承

?o菅法》力中心展升
法学 2002年12期 2002年12月 67－73

輔波、張
�d平、石 人民凋解制度何以完善 法学 2002年12期 2002年12月 45－52．58

李青 中日“家事凋停”的比校研究 比校法研究 2003年1期 2003年1月 83－88

尤翼「5
2002年婚姻家庭法学研究的回願与展

]
法学家 2003年1期 2003年2月 56－60
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資　料

郭湘数L 美丁事寅重婚的臥定 政治埼法律 2003年1期 2003年2月 122－126

栃遂全 現行婚姻法的不足1豆民法典立法対策 法学研究 2003年2期 2003年3月 62－81

祁英香 浅澹萬婚自由及其法律璃控 昆合法学槍亙 第1巻 2003年3月 93ヨ14

章武生 司法ADR之研究 法学評槍 2003年2期 2003年3月 137－146

除ヨ1左洋
荷三《解決来子美系方面的法律沖突
I法律》（2002年3月14EI）

民商法絶払
　　　一
謔Q6巻 2003年4月 831－835

王子昌
海外隼人与国籍法一国籍法的社会学

ｪ析
現代法紫 2003年2期 2003年4月 170－174

階i小潜、

ワｹ隼、

剄渇F

衣村娼女土地承包枚的保i炉1和完善一

ﾈ具体案例的解析力分析工具
法商研究 2003年3期 2003年5月 77－81

隊零、斬

ﾊ馨

建立我国楽子共系推定与否駄制度研
民商法遼払 第27巻 2003年7月 245－279

楊凱

尋技法律的精神和立法本意的最佳剛

?鼡､干新《婚姻法》頒布塞施后首
瘁g渉婚行政訴松案”法律解騨与遥

@・思棄

民商法槍払 第27巻 2003年7月 494－507

曹新明 現代生殖技木的民法学思考 法商研究 2003年4期 2003年7月 16－25

捧…答 婚姻法修改及其完善 現代法学 2003年4期 2003年8月 184－193

林秀雄
台湾地区民法妾属編共干通常法定財

ｺ制之修正
私法 第3輯1巻 2003年11月 47－64

醇宇竺 中国民法来属編立法若干向題探吋 民商法槍此 第28巻 2003年11月 193－220

孟令志
槍DNA推定技木下父母子女身分的

q杁
法商研究 2003年6期 2003年11月 23－29

王粛元 法定継承制度的重塑 法学 2003年11期 2003年11月 80－85

干兵 杁婚姻法修改透視当代中国的法律瑚 法学理遼前沿遼］云 劇巻 2003年11月 421－427

李斐

対婚姻法修改的几点法理学思考一坪
s杁修改婚姻法透祝当代中国的法律

掾t

法学理遼前沿捻培 第1巻 2003年11月 428－441

三E洪 槍子女最佳利益原則 現代法学 2003年6期 2003年12月 31－35

張学宰 身6｝登氾制度研究 法学研究 2004年1期 2004年1月 59－71

周文軒
婚姻家庭案件的宙判庇宙慎這用道徳

ﾘ悟
法律垣用 2004年2期 2004年2月 49－54

再霞

我国渉外遼声麩承法律遥用的立法完

P兼坪1988年《死者遺声継承法律
｢用公釣》

法律這用 2004年2期 2004年2月 64－66

花翼「ξ 2003年婚姻家庭法学学木研究回願 法学家 2004年1期 2004年2月 80－83

跡海尤、

X徳家、

尓k

城市化背景下衣村“外家女”枚益到

ｴ及其解決机制的思考
法律遥用 2004年3期 2004年3月 26－30

苑愉
璃解的重絢（上）一以法院凋解的改革

ﾍ重点
法制与社会友展 2004年2期 2004年3月 113－125

昊欣 槍清代再婚拍女的婚姻自主叔 如女研究沿邑 2004年2期 2004年3月 49－52

董玉庭 婚内強好的変昇形志及其刑法坪｛介 法律遺用 2004年4期 2004年4月 57－59
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搦晋玲 中外夫妻財ifz：立法比絞研究 現代法学 2⑪04年2期 2004年4月 168－174

隊端洪
排他性与他者化：中国衣村“外嫁

浴h案件的財戸枚分析
北大法律し・1池

第5巻第2輯
i2003）

2004年4月 321333

張又隼 財声継承中的債枚人枚利的保炉 法律遣用 2004年5期 2004年5月 66・68

鹿正
婚姻共系的法理1鄭降一重i曇巧克思

s槍萬婚法草案》而感笈
法制［豆祉会友展 2004年3期 2004年5月 49’－52

萢愉
凋解的重絢（下）一以法院凋解的改革

ﾍ重点
法制与社会笈展 2004年3期 2004年5月 90－108

挑秀竺 途中国戸籍制度的演変与改革 法学 2004年5期 2004年5月 45－5・1

張毅輝 台湾法定夫妻財声制的変迂 耳球法律坪稔 2004年春季号 2004年5月 75－－83

昊暁芳 登記商婚后的損害賠f雲向題 法律這用 2004年6期 2004年6月 54－－56

箪有土、

盗癆
侵害婚姻美系之訴採析 法学家 2004年3期 2004年6月 99コ05

張毅輝 海峡爾岸茉属法的互劫和造同 民商法槍払 第30巻 2004年6月 183－213

郡俊武 窩婚程序探析 政治与法律 2004年3期 2004年6月 12十126

刻引玲 槍速法婚姻的敷力杁定椋准 法学坪槍 2004年4期 2004年7月 149－154

焦少林 建立蓮法婚姻侵板責任制度探析 法学家 2004年4期 2004年8月 82－91

超合俊 娼女性人枚与拍女法的修改 耳球法律坪佗 2004年夏季号 2004年8月 178－186

余延満 遼婚姻的成立 法学坪遼 2004年5期 2004年9月 40－49

刻根春

《最高人民法院共子遥用く中隼人民

､和国婚姻法〉若干同題的解腎
i二）》的理i企与実各同題解析

法律遣用 2004年10期 2004年10月 4月9日

ユ恒南、

?ｪ

《婚姻法》司法解粋（二）的解旗与坪

ｫ
法律遥用 2004年10期 2004年10月 10月131ヨ

醇宇竺 我国萬婚損害賠借制度的完善 法律這用 2004年10期 20G4年10月 14－16

孔若君 遼欺騙登記婚的法律后果 法律這用 2004年10期 2004年10月 17－20

北京市海

щ謳l民
@院民二

《婚姻法》修切’実施以来新業型婚姻

ﾄ件分析及宙理対策
法律造用 2004年10期 2004年10月 21－24

左紅

《最高人民法院共干宙理人民法院国

ﾆ賠傍碗杁案件若干向題的規定G式
s）》的理解与遥用

法律遣用 2004年10期 2004年10月 25－30

楊晋玲 非常的夫妻財声制何題研究 現代法学　　一 2004年5期 2004年10月 147－153

王雨薄
未成年子女在家庭中的枚利与父母照

ﾚ枚
民商法槍払 第31巻 2004年11月 132－151

王多己芒
女性介人自主性：解旗萬婚現象的新

j角
如女研究槍此 2004年6期 2004年11月 19－25

周安平 社会性別的法律建絢及其批判 中国法学 2004年6期 2004年12月 62－71

宇清同 家庭的民事主体地位 現代法学 2004年6期 2004年12月 145－153

対閲春 居住枚的源流及立法借整意叉 現代法学 2004年6期 2004年12月 154－160
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資　料

何俊陣
遼公平原剛在我国寓婚財声分3ill中的

?p
法商研究 2005年1期 2005年1月 104－108

麗吟蕊
在国醇人枚椎架隅r視中国嵩婚財戸
ｪ書吐方法

耳球法律坪識 2005年1期 2005年1月 45－49

郭慧敏
杜会性別与畑女人枚1司題一兼槍社会

ｫ別的法律分析方法
圷球法律評途 2005年1期 2005年1月 32－39

卓冬青 朴亦錆婚登妃与同居之婚姻効力畝定 中山大学法律坪稔 第5巻 20⑪5年1月 305－3正9

周安平 解拘婚姻的性別基拙 北大法律坪稔
第6巻第1輯

2005年1月 230－246

金錦薄
当贈均（遺贈）遭遇婚外同居的吋候：

�?ﾇ俗与制度協澗
北大法律坪稔

第6巻第1輯
i2004）

2005年1月 287－314

王亜新
蜜践中的民事宙判（二）－5介中扱法

@民事一申程序的這作
北大法律坪遼

第6巻第1輯
i2004）

2005年1月 3－37

尤翼一覧 2004年婚姻家庭法学学木研究阿願 法学家 2005年1期 2005年2月 64－67

対引玲 碓我国婚姻枚利体系的杓建 法商研究 2005年2期 2005年3月 130－135

衰雪石 姓名枚本贋変革槍 法律科学 2005年2期 2005年3月 44－51

跳秀竺 稔台湾戸籍法律制度及其借整 圷球法律坪捻 2005年2期 2005年3月 237－242

弓杷南 萬婚救済制度白｛］坪析与逃操 中外法学 2005年2期 2005年4月 226－238

葛紅梅、

､健
我国夫妻財声制度中的釣定財声制 法律這用 2005年6期 2005年6月 94

史浩明 遼夫妻日常家事代理枚 政治与法律 2005年3期 2005年6月 47－52

銚秀竺 槍中国近代戸政管理法律制度 政治与法律 2005年3期 2005年6月 150－153

姜茄妖
芙干我国《民法典（草案）》第九編中

ﾂ外婚姻法律逓用的操付
法律遺用 2005年7期 2005年7月 33－35

朱友学 遼婚生嬰几来叔及其析値基拙 法律遥用 2005年7期 2005年7月 36－39

李新費 夫妻腐婚吋破声安置費痘公正分割 法律遥用 2005年7期 2005年7月 94－95

糞祥徳 域外婚内強好法之友展及其眉示 圷球法律坪遼 2005年4期 2005年7月 494－510

爵江
民事刃慣対民法典的意又一以分家析

ｺ刃慣力銭索
私法 第5輯第1巻 2005年7月 44－65

察f事判
多次性分家研究一湖北団鳳具長林咀

ｺ有美分家的民事刀慣澗査報告
私法 第5輯第1巻 2005年7月 66－95

何永虹
中閨衣村鰭葬刃慣与国家法的背高一

ﾈ湖北紳祥石巷村的凋査力基融
私法 第5輯第1巻 2005年7月 96－124

李侍十
中国衣村的分家規置、家声分割与国

ﾆ法一駄一扮分弔看衣村分家何題
私法 第5輯第1巻 2005年7月 125－148

余盛峰

家庭代隊財声佳承的刀慣法、国家法

a西方法一以湖北省Z市S鎮法庭糾
ｴ姓理力例

私法 第5輯第1巻 2005年7月 149－188

張学軍、

t翠英
我国婚釣解除損害賠催制度拘題探究 法律遥用 2005年8期 2005年8月 61－64

藩紙

1985年一2003年汕美市婚姻家庭ザ［訟

ｦ変迂的法律解粋一一秤区域法律文

ｻ分析

法学家 2005年4期 2005年8月 28－39
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騎三筆、再

?ﾊ
公共政策中的社会性別一《婚姻法》

I祉会性別分析及其立法完善
民商法詮弘 第33巻 2005年8月 145－172

郭朋虹
識侵犯公民婚姻家庭枚利罪的自訴与

�i
政治匂法律 2005年4期 2005年8月 131－136

包文捷 試析渉老案件的若干法律向題 政治与法律 2005年4期 2005年8月 156159

隊講、謝
梺

槍“几董最大利爺仇先原則”在我国
I碗立一兼槍《婚姻法》等相共法律

I不足及其完善

法商研究 2005年5期 2005年9月 3743

奨雨君 中徳萬婚法定理由比較 法律科学 2005年5期 2005年9月 82－88

郭暁苫
求同存界和求昇存同：同性婚姻的克

@之第
耳球法律ヤF遼 2005年5期 2005年g月 630竜40

徐国株 体外受精胎胚的法律地位研究 法制与社会投展 2005年5期 2005年9月 50－66

帽憤文
祝弄…枳枚ラ利文各之還輯解1勾　我国

s婚姻法》中来枚制之反思与建絢
法律遥用 2005年10期 2005年10月 28－31

周明晶
成年子女的高等教育費用是否庇納入

?M費
法律逓用 2005年11期 2005年11月 90－91

王雨薄
遼家庭対未成年人的保炉一以父母照

ｰ板力中心
法商研究 2005年6期 2005年11月 126－134

蒋新苗 中国渉外枚葬法律遺用向題探析 耳球法律坪企 2005年6期 2005年11月 737－742

王晃初
対中国衣村弄老同題的探吋一国陪法

j角的分析

北大国豚法与比校

@評遼
第4巻第1輯 2005年11月 40－66

超鋼、王

ﾇτ

我国法院璃解制度的新友展一対《共

ｱ人民法院民事凋解工作若干同題的

K定》的初歩解旗

法学坪槍 2005年6期 2005年11月 59－70

王礼仁
是避歩迂是倒退？一坪我国萬婚椋准

?I例示主叉立法模式
法律遥用 2005年12期 2005年12月 35－40

竈暁田、

寢竅A妃 居住枚制度的立法必要性研究 法律遥用 2005年12期 2005年12月 72－73

張若軍 父母萬婚后的子女曲炉向題研究 法学家 2005年6期 2005年12月 73－79

張学軍、

｣播
成年臨炉制度綜ぱ 民商法学 2006年第1期 2006年1月 42－50

王富博

居住枚制度遥用萢圃初探兼坪《中
ｹ人民共和国物枚法（草案）》相共規 法律遥用 2006年1－2期 2006年2月 70－72

力躍「亀 2005年婚姻家庭法学学木研究回顧 法学家 2006年1期 2006年2月 77－79

韓凌、楊

r　
宙理公告高婚案件的二唯逸揮与対策 　　　　　一@律逓用 2006年3期 2006年3月 81－83

栃遂全 民商事登己改革与法定公証 法学研究 2006年2期 2006年3月 33－42

郭ヨ三軍、

E敏浩

美国訴迭和解与中国法院璃解之比較

､究
法学坪詑 2006年2期 2006年3月 19－28

楊立新，蓑

瘰ﾎ
遼身扮清求枚 法律科学 2006年第2期 2006年3月 52－59

金眉 給反家庭暴力的立法訣失 法学家 2006年2期 2006年4月 132吐37

張暁茄 我国庇没立家事事件程序 法律遥用 2006年4期 2006年4月 28－30
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対雁兵 美干碗畝夫妻共同｛責各的軍判思考 法律遺用 2006年5期 2006年5月 56－58

夏吟慧、

�s

婚姻芙系模型理捻与高婚法律制度之

�I共朕性研究
民商法学 2006年第5期 2006年5月 62－67

搦青、郭

n
寓婚案件股枚分割的法律分析 民商法学 2006年第5期 2006年5月 106ヨ09
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